
 貸  借  対  照  表 
  (平成１６年  ３月３１日現在)
 (単位：円)

     資       産       の       部      負  債  及  び   資  本 の 部

    科           目   金      額      科           目    金      額  

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

 流  動  資  産 ( 5,117,265,046 )  流  動  負  債 ( 5,266,733,418 )

    現 金 ・ 預 金 342,082,861     支  払  手  形 1,152,514,777

    受  取  手  形 251,921,443     買    掛    金 1,933,543,585

    売    掛    金 2,534,596,529     短 期 借 入 金 1,300,000,000

    製          品 1,148,624,392      一年以内返済長期借入金 219,000,000

    原    材    料 249,044,055     未  払  費  用 425,106,528

    部    分    品 91,718,544     未 払 法人税等 219,042,200

    仕    掛    品 111,179,000      その他の流動負債 17,526,328

    貯    蔵    品 9,449,637

　　未　収　入　金 118,022,857

　　前　　渡　　金 90,281,254  固  定  負  債 ( 1,494,363,104 )

　　前 払 消 費 税 94,410,267     長 期 借 入 金 509,500,000

    繰延税金 資 産 30,399,823     退職給付引当金 944,759,504

     その他の流動資産 48,841,923     役員退職慰労引当金 40,103,600

    貸 倒 引 当 金 △3,307,539

 固  定  資  産 ( 2,887,523,815 )  負 債 の 合 計 6,761,096,522

 〈有形固定資産〉 < 2,152,352,276 >

    建　　　　  物 572,059,802 【 資 本 の 部 】

    構　　築　　物 54,432,394  資  本  金 ( 345,000,000 )

    機  械  装  置 718,359,651  資 本 剰 余 金 ( 4,644,969 )

    車 輌 運 搬 具 4,005,620     資 本 準 備 金 4,644,969

     工 具 器 具 備 品 59,451,621

    土　　　　　地 618,954,432  利 益 剰 余 金 ( 853,881,270 )

    建 設 仮 勘 定 125,088,756  〈利 益 準 備 金〉 < 86,250,000 >

 〈無形固定資産〉 < 32,343,049 >  〈任 意 積 立 金〉 < 104,881,816 >

    ソ フ トウェア 31,938,349    固定資産圧縮積立金 104,881,816

   　その他の無形固定資産 404,700  〈当期未処分利益〉 < 662,749,454 >

 〈 投資その他の資産 〉 < 702,828,490 >

    投資有価証券 332,073,277

    子会社株式 10,000,000  株式等評価差額金 ( 40,166,100 )

    従業員長期貸付金 5,947,101

    繰延税金資産 324,566,413  資 本 の 合 計 1,243,692,339

    その他の投資 30,241,699

  合               計 8,004,788,861   合               計 8,004,788,861

注） １．有形固定資産の減価償却累計額 4,922,327,817 円 ６．役員退職慰労引当金は、商法第287条ノ2に規定する

２．支配株主に対する短期金銭債権 364,285,408 円 　　引当金であります。

　　支配株主に対する長期金銭債権 2,235,023 円 ７． 商法第290条第1項第４ 号に規定する純資産額 40,166,100 円

　　支配株主に対する短期金銭債務 1,543,396,706 円 ８． 貸借対照表に計上した固定資産のほか、 ﾘ ｽーにより 使用している

３．子会社に対する短期金銭債権 7,755,045 円 　 　 重要な固定資産と して、 ばねおよび分岐器製造用設備の一部と 、

　　子会社に対する短期金銭債務 6,656,920 円 　 　 自家発電設備、 電算機などがあり ます。

４．担保として差入れている資産 1,721,588,573 円 ９．保証債務 6,000,000 円

５．  退職給付信託を設定したこと により 退職給付引当金から以下の 10.受取手形割引高 62,380,772 円

　  　  年金資産の金額が相殺されており ます。

退職給付引当金 退職給付信託 退職給付引当金 参考情報
（ 年金資産控除前） の年金資産 （ 純額） １）当期純利益 336, 667, 204 円

退職一時金 713, 695, 037 264, 357, 444 449, 337, 593 ２）１株当りの当期純利益 47円34銭

適格年金 603, 465, 169 108, 043, 258 495, 421, 911

計 1, 317, 160, 206 372, 400, 702 944, 759, 504
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                           重  要  な  会  計  方  針

貸借対照表及び損益計算書の作成に関する重要な会計処理の原則及び手続きは下記のとおりです。

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 　

　　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

　　そ　の　他　有　価　証　券

    　時 価 の あ るもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法。

　 なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。

    　時 価 の な いもの……………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法総平均法による原価法

(3) 固定資産の減価償却方法

    有 形 固 定 資 産…………………定率法。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法。

    無 形 固 定 資 産…………………定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法。

(4) 重要な引当金の計上方法

　　　　貸 倒 引 当 金………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

 　   　退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産

に基づき、期末に発生している額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１６年）による定額法により翌期から費用処理することとしてお

ります。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１６年）による定額法により按分した額を費用処理すること

としております。

      　役員退職慰労引当金…………役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。

(5) リース取引の処理方法……………リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(6) 消費税等の会計処理方法…………税 抜 方 式
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